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分科会の主旨説明
社会システムイノベーションを実現する
参加型のガバナンスと評価システム
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低炭素

地域活性化

先進事例づくり・
国際展開を支援

都市の自主的取組み
を側面支援

環境（低炭素・廃棄物・自然）

少子高齢化（医療・介護・子育て）

経済成長

国際展開

環境未来都市

環境モデル都市

４０～５０都市

厳選

環境モデル都市

環境未来都市

○「環境未来都市」構想の基盤を支える低炭素都市
○温室効果ガス排出の大幅な削減など低炭素社会の実現に向け、高い目標を掲げて
先駆的な取組にチャレンジする都市・地域として、平成２０年度に１３都市、平成
２４年度に７都市の合計２０都市を選定

○環境、社会、経済の三側面に優れた、より高いレベルの持続可能な都市
○「環境・超高齢化対応等に向けた、人間中心の新たな価値を創造する都市」を
基本コンセプトに、平成２３年度に１１都市・地域を選定

環境未来都市・環境モ
デル都市を目指す自治
体等の自主的な活動

※協議会構成員でなくても、環境モデル都市への応募は可能

環境未来都市と環境モデル都市

「環境未来都市」推進協議会
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社会イノベーションを実現するカギ
F.W.ギール(2005)「システム・イノベーション」
交通，通信，住宅，エネルギーや食糧の分野では個
別の技術革新だけではなく社会技術システム(socio-
technical systems)イノベーションが必要

OECD(2011)「グリーン成長(Green Growth)戦略」

環境効率の高い生産と消費システムの構築には市場
メカニズムだけでは不十分。

価格シグナルに加えて適正な規制とともに，消費者生
産者の意識を高める施策が必要
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電力事業法
農地法
都市計画法
地域産業
地縁の消失

現在2011.3.11 目指す将来

社会技術
レジーム

社会技術
ランドスケープ

ニッチ
イノベーション

動的な安定 不安定化に対する
特例レジーム

【技術レジーム】

再生可能エネルギーの
技術開発、スマートグ
リッド、新交通システム：
日本型イノベーションの
推進力

【機会の窓】

低炭素まちづくり
の先導的取り組み
が契機となるニッ
チイノベーション

【新たなニッチ】

地区街区エネルギー事業、
産業都市連携事業、

地域エネルギーマネジメ
ント地区・ネットワーク

あらたな社会の圧力東日本大震災

社会イノベーション理論の環境都市の意義

レジリアントな国土・分散型エネルギー

過去

既成の
圧力

新たなレジームの変化への接続

電力事業法の変更
農地法の変更
都市計画法の変更
低炭素まちづくり事業
地域の絆の再生

FIT制度
総合特区制度

既成レジーム
への回帰

機会の窓
としての

環境都市の
先導事業

環境都市の
システム定着

社会システムの転換
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熱供給施設

火力発電所
ＬＮＧ基地

工場群太陽熱
熱・CO2

植物工場

運行実績

復興環境
ナレッジハブ
サーバー

GPSシステム

①復興地域の自立
型地域エネルギー効
率化支援情報

②復興高齢化・健康
コミュニティ支援情報

協力住宅

節電関連情報 データ蓄積

将来展開
地域産業ストックを活用し
たエネルギー計画への

超高齢化に対応した
公共交通システム運行計画

インターネット
回線を利用した

双方向情報
ネットワーク

利用実態

・エネルギー消費
モニタリングシステム
・双方向通信タブレット
・50～100住宅へ設置

協力住宅

公共施設

エネルギー
消費実績

協力住宅

学校

太陽光パネル
発電量

あなたの
節電ランキング

は地区内○○位です

CO2◎分の節電がで
きました

コツを友達に教
えてあげよう

今日は
たくさん
節電でき
たね

公共交通システム

既設の太陽光パネル
③地域環境情報・
交通情報

将来のまちづくりへの
基礎情報として活用

福祉関連情報

図書館に囲碁クラ
ブの仲間が5人い
るから、いってみ

るか。

④スマート・
ハイブリッド
センター事業

福島県新地町での復興支援データベース構築事業
双方向情報システムとして内閣府平成25年度環境未来都市先導モデル事業
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．「省エネルギー支援」システムイメージ イメージ案

「消費電力量の表示」の例 「省エネランキング表示」の例

50世
帯中

5位
節電ランキン

グ

１．１．住戸の電力の見える化

電力使用量をグラフ表示す
る（本実証では6系統まで）

居間・キッチン・

などを分かりすく表示

用途ごとの表示が可能
電気はこ
まめに消
すと、一日
○円お得
ですよ

事業期間

居間に集ま
る時間が増
えると電気
代が下がり
ますよ

環境行動支援情報発信

１．３．省エネ促進

支援情報の評価

次年度以降

地域単位の分析

 節電効果検証

 節電インセンティブ効果検証

 環境意識変化要因分析

事前

アンケート

事後

アンケート

省エネルギーシステムの効果検証
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「生活環境改善」関連システムのイメージ案

その日の体重、体温、血圧など
体調を示す情報を登録する

「日々のエクササイズ量の管理」の表示例

「高齢者の宅内活動状況」の表示例

ただ今の住宅内環境

30 42° %

湿度温度

本日の健康状態チェック
本日の健康状態チェック

体温

血圧 最
低

最
高

36.3°

62

120

35

50

40

180

1日の
歩数

4000歩

0 10000

平均より少し
少なかったですね

今日は8,500歩 消費カロリーは
○○kcal

今月の目標
達成です

２．１．支援情報の評価 ２．２．健康管理支援機能

体重
100

45kg

「健康状態の管理」の表示例

相関を調べる

 運動量と健康状態との相関分析

 効果的な未病防止情報の発信
方法の検討

健康・運動支援システムの効果検証

未病のためにで
きることから始め
ましょう

増大する保険
費の削減・満足
度増加に向け
た健康・運動プ
ログラムの促進
を目指す。

次
年
度

以
降

運動量は十分なので
熱中症の危険のある
今日は激しい

運動は控えましょう。

次回の生涯学習情報

鹿狼山などの史跡
めぐりやります
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地域生活行動支援ネットワークのシステム構成

気象情報 地域情報 災害情報

お知らせ 口コミ

【新地町地域情報】

Push型による情報配信

【主な効果】
○積極的な情報提供によるエコ活動の推進
○見える化による節電意識の向上
○電力使用量による、高齢者の見守り支援

スマートメータの整備

・今日は涼しい見たい。エ
アコンつけるのやめよう。

・今週の節電ランキング３
位だ。

【各住居】
電気使用状況

節電ﾗﾝｷﾝｸ：3
位 最高気温：26℃

天気予報

本日、○○小学校
で盆踊り大会が
開催されます。

お知らせ

緊急地震速報
震度：4

（宮城県沖）

災害情報

【主な効果】
○環境負荷量の明確化と達成状況の把握
○情報発信による環境負荷低減効果の把握、
施策立案支援
○電力の需要・供給を考慮したダイナミック
プライシングに向けた検討支援

スマート
ハイブリッドセンター

電力利用状況
土地利用状況
気象データ
人口データ
地形・衛星ﾃﾞｰﾀ交通情報

【GISを利用した分析】
(分析例)
リアルタイムのエネル
ギー需給予測

(分析例)
情報発信と低炭素効
果の分析

・昼夜間人工と地域のエネルギー使用状況の分析
・土地利用状況とエネルギー使用状況の分析
・気象状況の違いと電力の需給状況の分析など

復興自治体の地域エネルギー・環境・
生活情報のモニターと双方向情報提供

復興自治体の統合的な環境・エ
ネルギーデータベースの構築

基盤地図情報

土地利用状況

人口データ

交通データ

気象データ

電力使用量DB

データを用い
た分析

電力使用量
の送信
・閲覧

○地域の基礎情報（地
形データ、土地利用、
将来計画、人口デー
タ等）のデータを有す
る。

○各住宅の電力使用
量、発電施設の電力
供給量などの情報を
有する。
○複数の情報を組み
合わせて分析し、新
地町の環境都市へ
の取り組みを支援す
るための施策立案を
支援する機能を有す
る。

電力使用量の見える化
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情報の技術革新に対応する新しい参加システム

【社会システムイノベーションの期待】
○情報コミュニケーション技術（ICT）の開発に
伴う、多様な主体間での新しい参加・合意形
成プロセスの可能性
一方向の情報システムによる情報集積

・双方型情報システムが可能にする地域
コミュニティの「絆」再生
・環境、健康、生活等の統合的な情報共有
・地域の現状、地域のビジョンや行動計画
の認知の共有 - 9 -



情報の技術革新に対応する新しい参加システム（２）

【社会システムイノベーションへの課題】
○市民、企業、行政が協働する地域情報の
マネジメント
対立型から協働型のコミュニケーション

○地域ガバナンスの情報システム代替による
効率向上
情報提供、情報管理機能のICTでの代替効果

○主観的な要素情報にとどまらない「公」情報
客観、学術、定量的な情報による認知の共有

⇒モニタリング・報告・検証システム
理解を助ける指標システム（多元、統合）
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環境未来都市の評価指標検討

Ikaga Lab., Dept. of System Design Engineering, Keio University

フロー

ストック

ガバナンス

1年～
5年

10年～
50年

1年～
5年

1年～
5年
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復興・再生創造プロセスにおける短期・中長期の技術・政策パッケージ例

復
旧

住
宅
・都
市

産
業

野菜工場展開

防災集合住宅

石炭火力発電→木質混焼

多核・コンパクト型
都市・産業空間の

形成

農
林
業

鉄道復旧駅前開発事業

宅地造成

防潮堤建設

鉄道・高速道路復旧

第2段階；
再生期の地域の

スコープ（2015~2025）

第一段階
復興初動期
の地域の

スコープ
（~2015頃）

2015 2025 2050

既存住宅・施設
の立地誘導

高効率農林業生産・加工ｼｽﾃﾑ

スマートコミュニティ

防災ｴﾈﾙｷﾞｰ拠点

LNG基地－LNG火力

スマートハイブリッド
（環境と暮し）ネットワーク

バイオマス利用

人口減少対応

復興環境都市拠点と
環境産業拠点の形成

第３段階；

創造期の地域のス
コープ（～2050） 12

復興・再生とともに変化する地域整備のニー
ズに応える、多様な技術・政策パッケージ
の構築とその統合評価の手法が必要

再生可能エネルギー

都市・産業と

農林水産業が
連携する復興
地域の創造

低炭素コンビナート

分散エネルギーシステム



林業 流域圏森林

防災公園 材料・廃棄物

熱
電力

・除染後の資源循環では，自然エネルギーとともに周辺地域からのがれきを利活用する

システムを構築する。地域の製造業と新しい農林水産業が連携する新しい産業コンプレック
スを中長期的な復興のターゲットとして描きつつ、短中期的な復興事業を設計する。

指定
廃棄物
および
除染に伴う

土壌・廃棄
物

産業団地

メタン発酵施設

木質
バイオマス

野菜工場

復興住宅

メガソーラー 系統へ

がれき集積
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地域の資源を活用する地域活性化のモデルに向けて地域の資源を活用する地域活性化のモデルに向けて

復興都市の例復興都市の例



環境都市から発信する社会イノベーション環境都市から発信する社会イノベーション

１．低炭素基盤や高齢社会基盤を先行的に整備すること
の活性化効果（変動アダプテーション価値）

将来健康リスク低減、サービスの地域自立性の向上に
よる外生的な変動・災害に対する対応効果

２．環境・高齢化対応によるそのほかの地域活力の改善
効果（環境コベネフィット価値）

環境エネルギー基盤、生活基盤整備による経済、防災
などの相乗効果

３．多様な主体が連携する行動を通じての地域の自立ガ
バナンスの向上（タウンマネジメント効果）

・地域の市民・企業間の信頼醸成と協働による新たな地
縁力の形成による新たな官民連携事業効果

環境と高齢化に対応する社会イノベーションがもたらす価値
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